
証券コード 7939

第44期 年次報告書
平成26年4月1日から平成27年3月31日まで

私たちは、常に研究創造し、都市環境とサインコミュニケーションに貢献します。
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　株主の皆様には、日頃より格別のご高配を賜り、厚く御礼を申しあげます。
　ここに第44期（平成27年3月期）の事業の概況と決算の状況につきましてご報告いたします。

事業の経過および成果
　当事業年度における国内経済は、消費税率引き上げに伴う影響を
徐々に吸収しながら、金融・財政政策の効果により全体的に緩やか
な回復基調で推移いたしました。
　また、当サイン業界におきましても、懸念されていた消費税増税
による影響は限定的であり、当社業績に影響を与える建築投資は、
継続して堅調に推移いたしました。
　このような経済状況のもと、当社は今年度の重点推進課題として
以下の項目を掲げ、全社一丸となって課題解決に向けた取り組みを
推進いたしました。
　①信用拡大の根幹をなす「品質向上活動」の推進
　②生産能力の整備・拡充
　③�顧客ニーズに根ざした「新製品開発および製品改良活動」の推進
　④「常に学び　研究し　創造する」人材育成
　こうした取り組みの結果、当事業年度の売上高は51億65百万円
（前年同期比9.8%増）となりました。なお、当社売上高が50億円を
突破したのは平成5年3月期以来の22年ぶりのことであります。

「顧客志向」を旗印に、
シェアアップによる
受注拡大を目指します。

株 主 の 皆 様 へ

代表取締役社長

林 良 一

財務ハイライト

　一方、損益面では、為替等の影響によって原材料費が高騰し、ま
た当事業年度の重点推進課題として掲げた「生産能力の整備・拡充」
に伴う費用が増加した結果、営業利益は3億75百万円（前年同期比
8.7%減）、経常利益は3億49百万円（前年同期比7.5%減）、当期純
利益は2億16百万円（前年同期比18.3%減）となりました。
　また、当社はサイン製品事業の単一セグメントであるため、セグ
メントの業績については記載を省略しております。

対処すべき課題
　今後のサイン業界は、平成32年の東京オリンピック開催に向け、
首都圏を中心に建築投資の拡大が進むにつれてサインの需要が高
まる一方で、受注競争も厳しさを増すものと想定しております。
　こうした状況に対して、当社は「顧客価値創造のための『経営
効率向上』」を掲げ、製品の受注・製造体制等を見直し、顧客価値
を高められる事業システムを再構築することで、安定した収益が
確保できる体質への転換を目指します。
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科　目 金　額

売 上 高 5,165,554

売 上 原 価 3,476,882

売 上 総 利 益 1,688,671

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,313,038

営 業 利 益 375,633

営 業 外 収 益 30,967

営 業 外 費 用 57,357

経 常 利 益 349,243

特 別 利 益 6

特 別 損 失 8,118

税 引 前 当 期 純 利 益 341,132

法 人 税 等 124,268

当 期 純 利 益 216,864

株　主　資　本 評価・換算差額等

純資産合計資本金
資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

自己株式 株主資本 
合　　計

その他 
有価証券 

評価差額金
評価・換算
差額等合計その他資本

剰余金
資本剰余金

合　計 利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金
合　計繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 664,740 264,930 264,930 11,990 501,639 513,629 △8,648 1,434,651 5,429 5,429 1,440,081
当 期 変 動 額

利 益 準 備 金 の 積 立 4,794 △4,794 ― ― ―
剰 余 金 の 配 当 △47,945 △47,945 △47,945 △47,945
当 期 純 利 益 216,864 216,864 216,864 216,864
自 己 株 式 の 取 得 △8,312 △8,312 △8,312
純 資 産 の 部 に 直 接 計 上 さ れ た 
その他有価証券評価差額金の増減 17,814 17,814 17,814

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― 4,794 164,123 168,918 △8,312 160,606 17,814 17,814 178,420
当 期 末 残 高 664,740 264,930 264,930 16,784 665,762 682,547 △16,960 1,595,257 23,244 23,244 1,618,502

■貸借対照表（平成27年3月31日現在） （単位：千円） ■損益計算書（自 平成26年4月1日　至 平成27年3月31日） （単位：千円）

■株主資本等変動計算書（自 平成26年4月1日　至 平成27年3月31日） （単位：千円）

（注）記載の金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

財 務 諸 表

新 製 品 紹 介

科　目 金　額

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産 2,308,910
固 定 資 産 3,288,709

有 形 固 定 資 産 2,472,116
無 形 固 定 資 産 33,891
投 資 そ の 他 の 資 産 782,701

資 産 合 計 5,597,620
（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 2,782,603
固 定 負 債 1,196,514

負 債 合 計 3,979,118
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,595,257
資 本 金 664,740
資 本 剰 余 金 264,930
利 益 剰 余 金 682,547
自 己 株 式 △16,960

評 価 ・ 換 算 差 額 等 23,244
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 23,244

純 資 産 合 計 1,618,502
負 債 純 資 産 合 計 5,597,620



株主メモ

（注）	1．		当社は、自己株式を58,195株保有しておりますが、上記大株主から
除外しております。

	 2．持株比率は自己株式数を控除して計算しております。
	 3．表示桁未満の数値は切り捨てて表示しております。

株　　主　　名 持 株 数 持株比率
株式会社研創エンタープライズ 1,480千株 37.3 ％
研 創 社 員 持 株 会 188 4.7
肥 田 　 亘 150 3.7
研 創 親 和 会 133 3.3
日 本 証券金融株式会社 98 2.4
林 　 航 司 97 2.4
株 式 会 社 S B I 証 券 83 2.0
林 　 誠 二 70 1.7
株 式 会 社 ゲ イ ビ 55 1.3
中 島 産 業 株 式 会 社 54 1.3

発行可能株式総数 8,000,000株
発行済株式の総数 4,022,774株
株主数 1,483名
大株主（上位10名）

〒739−1792		広島市安佐北区上深川町448番地
TEL　082−840−1000（代）

ホームページのご案内

http://www.kensoh.co.jp

当社のホームページにおいても最新のトピックスをはじめ、
事業報告や会社情報など様々な情報をご案内しております。

株 式 の 状 況 （平成27年3月31日現在）

社 名
（英文）	 KENSOH	CO.,LTD.

設 立 年 月 日 昭和46年9月1日
本 店 所 在 地 広島市安佐北区上深川町448番地
資 本 金 664,740,586円
従 業 員 数 248名
主な事業内容 金属（ステンレススチール、アルミ等）を主な

素材とした建築物の内外に用いるサイン製品の
製造・販売

役 員 代表取締役社長 林 　 良 一
取 締 役 会 長 倉　田　桂二郎
取 締 役 林 　 誠 二
社 外 取 締 役 村 上 賢 一
監査役（常勤） 大 木 　 正
社 外 監 査 役 田 中 博 隆
社 外 監 査 役 山 下 　 泉

会 社 の 概 要 （平成27年3月31日現在）

名古屋
●

● 仙台

● 東京
●
大阪

● 広島

●
福岡

東京営業所
東京都渋谷区初台一丁目47番1号
小田急西新宿ビル３Ｆ　TEL（03）5354-5266
名古屋営業所
名古屋市千種区池下一丁目9番10号 
橋本ビル３Ｆ　TEL（052）761-6936
大阪営業所
大阪市淀川区西宮原一丁目4番25号 
第２谷ビル７Ｆ　TEL（06）6394-0598

仙台営業所
仙台市宮城野区宮千代二丁目3番11号
渡正ビル２F　TEL（022）284-6511

国 内 拠 点 マ ッ プ （平成27年6月26日現在）

事 業 年 度 4月1日〜翌年3月31日

定時株主総会の
基 準 日 毎年3月31日

剰余金の配当の
基 準 日

期末　毎年3月31日
中間　毎年9月30日

定 時 株 主 総 会 毎年6月

株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所 〒540-8639	大阪市中央区北浜四丁目5番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

お 問 合 せ 先
郵 便 物 送 付 先

〒168-0063	東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話	0120−782−031（フリーダイヤル）

上場証券取引所 東京証券取引所　JASDAQ市場（スタンダード）

公 告 の 方 法 電子公告により行う
公告掲載URL
http://www.kensoh.co.jp
（ただし、電子公告によることができない事故、その他のやむを
得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に公告いたします。）

（ご注意）
1．		株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開

設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開
設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三井住友信託銀行）
ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2．		未受領の配当金につきましては、株主名簿管理人（三井住友信託銀行）でお支払い
いたします。

3．		特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀
行が口座管理機関となっておりますので、下記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ
信託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国本支店でもお取次ぎ
いたします。

特別口座の口座管理機関	 三菱UFJ信託銀行株式会社

お問合せ先・郵便物送付先	 〒541-8502	大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
	 三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
	 電話	0120−094−777（フリーダイヤル）役 員 （平成27年6月26日現在）


